
平成３０年改正

建築基準法・同施行令等の解説（第一部）

株式会社 愛媛建築住宅センター

令和１年７月２３日
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建築基準法の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 67 号）
平成30年 6 月 27 日に公布

■ 3か月以内施行（平成30年9月25日施行）

〈第一部で説明〉
（１）木造建築物等である特殊建築物の外壁等に関する規制の廃止（法24条）

〈第二部で説明〉

（２）接道規制の適用除外に係る手続の合理化（法43条）

（３）接道規制を条例で付加できる建築物の対象の拡大（法43条）

（４）容積率規制の合理化（老人ホーム等の共用の廊下等 法52条）

（５）日影規制の適用除外に係る手続の合理化 （法56条の2）

（６）仮設興行場等の仮設建築物の設置期間の特例 （法85条）

（７）その他所要の改正（宅配ボックス設置部分を容積率規制の対象外とする改正）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P40

・・・・・・・・・・P04

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P41

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P42

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P44

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P45

・・・・・P46
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■ １年以内施行（令和１年6月25日施行）

〈第一部で説明〉

（１）建築確認を要しない特殊建築物の範囲の拡大（法6条）

（２）建築物の維持保全に関する規定の見直し（法8条・法9条の4）

（３）防火・避難に関する規定の整備（法2条・法21条・法26条・法27条）

〈第二部で説明〉

（４）長屋又は共同住宅の各戸の界壁に関する規制の合理化（法30条）

（５）用途規制の適用除外に係る手続きの合理化（法48条）

（６）建蔽率規制の合理化（法53条）

（７）防火地域等内の建築物に関する規制の合理化（法61条・法67条）

（８）仮設建築物及び用途変更に関する規定の整備（法87条の2・法87条の3）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P06

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P05

・・・・・P08 ・ 09 ・ 16 ・ 20

・・・・・・・・・・・・・・・・P47

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P49

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P50

・・・・・・・・・・・・・・・・P52

・・・・・・・・・・P57
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（１）法２４条

第22条第1項の市街地の区域
内にある木造建築物である一定

の特殊建築物について、その外

壁及び軒裏で延焼のおそれの

ある部分を防火構造としなけれ

ばならないこととする規制の廃

止 （旧令112条第12項廃止）
（テキストP10)

木造建築物等である特殊
建築物の外壁等に関する
規制の廃止

22条区域における外壁等に係る基準の廃止

小規模な特殊建築物に係る異種用途区画の廃止
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（１）法６条第１項第１号

既存建築ストックの活用による
戸建住宅等の福祉施設等への
用途変更に伴う制限の合理化

別表第一(い)欄に掲げる用途に供する
特殊建築物のうち建築確認を要するも
のを、当該用途に供する部分の床面積
の合計が200㎡超のものに改める。

（法第87条第１項の規定により、用途を
変更して法別表第一（い）欄に掲げる特
殊建築物とする場合に建築確認を要す
る範囲も、 200㎡超となる）

（テキストP66）

建築確認を要しない
特殊建築物の範囲の拡大

法6条第1項

5



（２-1）法８条第２項

（一号）特殊建築物で安全上、
防火上、又は衛生上特に重要
であるものとして政令で定める
もの

（二号）一号の特殊建築物以
外の特殊建築物その他政令で
定める建築物で、特定行政庁が
指定するもの

（令13条の3・令138条の3）

（テキストP67）

維持保全計画の作成等を義
務付ける建築物の対象の見
直し
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（２-2）法９条の４

特定行政庁は、建築物の敷地、
構造又は建築設備（いずれも既
存不適格建築物）について、損傷、
腐食その他劣化が生じ、そのまま
放置すれば保安上危険となり、又
は衛生上有害となるおそれがあ
ると認める場合において、当該建
築物又は敷地所有者、管理者ま
たは占有者に対して指導及び助
言をすることができる

（テキストP77)

既存不適格建築物の所有者
に対する特定行政庁による指
導及び助言

法10条の勧告及び命令の前段階として、既存不適格建築物につい
て劣化が生じた段階であっても、指導や助言といった緩やかな措置
を位置付けた。

対象建築物はすべての建築物とすることで、特定行政庁の指導・助
言を通じた当該建築物の所有者等による是正の促進に繋げる。
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（３-1）法２条第６号

6号イ 防火上主要な公園、広場、

川その他の空地又は水面、耐火
構造の壁その他これらに類するも
のに面する部分（改正前と同様）

6号ロ 建築物の外壁面と隣地

境界線との角度に応じて、当該建
築物の周囲において発生する通
常の火災時における火熱により
延焼するおそれのないものとして
告示で定める部分（追加）

（テキストp62）

延焼のおそれのある部分の
定義の見直し

火源と正対している場合に比べ、火源に対して角度があると、同じ距離
でも熱影響が小さいことを踏まえ見直しを行う予定（現在告示未制定）
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（３-2）法２１条第１項

主要構造部規制を受ける木造
建築物の階数・高さ基準の合理

化（令109条の4・令109条の6）
（テキストp63）

規模の観点に係る主要構造部
規制の合理化（令109条の5）
（テキストp23)

木造建築物等の耐火性能に
係る制限の合理化

主要構造部規制を受ける木造建築物の階数・高さ基準の合理化
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令109条の6
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（３-2）法２１条第１項

規模の観点に係る主要構造部
規制の合理化（令109条の5 ・
新令112条第2項 ・告Ｒ1-193号）
（テキストp23)

木造建築物等の耐火性能に
係る制限の合理化

規模の観点に係る主要構造部規制の合理化
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耐火構造と準耐火構造の違いについて

さらに、両者のもうひとつの共通項は、いずれも指定された時間について、火熱が加えられてい

る間は性能が確保されているという点である。例えば、要求時間が１時間である耐火構造と、要
求時間が１時間である準耐火構造は、いずれも１時間の加熱中は性能を維持することができる
という点では同一である。

「耐火構造」と「準耐火構造」に共通する事項としては、両者ともに、その必要性能として、火熱
に対して次の３つの性能が確保されているという点が共通している。

① 非損傷性：

② 遮 熱 性：

③ 遮 炎 性：

通常の火災による火熱が加えられた場合に、構造耐力上支障のある変形、
溶融、破壊その他の損傷を生じないものとする性能。【耐力壁、床、柱、はり、
屋根、階段】

通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱面以外の面（屋内面に限
る。）の温度が、当該面に接する可燃物が燃焼するおそれのある温度以上
に上昇しないものとする性能。【壁、床】

屋内において発生する通常の火災による火熱が加えられた場合に、屋外に
火炎を出す原因となるき裂その他の損傷を生じないものとする性能。【外壁】

（テキストP22より）
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「耐火構造」と「準耐火構造」の違いが生じるのは、加熱が終了した後の性能である。指定され

た時間の加熱が終了した後、「耐火構造」は引き続き壊れないものとすることが求められている
構造であるのに対し、「準耐火構造」については、加熱終了後の性能は規定されていない。

加熱の終了後も壊れない「耐火構造」とするためには、そもそも火災によって燃焼せず、容易に
損傷しない鉄筋コンクリート造や、内部構造に炎や熱の影響が及ばないほどに厚さを確保した
防火被覆を行った鉄骨造や木造が想定されるのに対し、

◆

◆加熱中は壊れないことのみを規定されている「準耐火構造」については、上記のような構造の
ほか、加熱時間の炭化を見込んで、炭化する分だけあらかじめ厚さを確保しておく、いわゆる
「燃えしろ設計」による木造が可能という点で、両者においては大きな違いが生じることとなる。
言い換えれば、「燃えしろ設計」による木造は、放水などによる冷却効果がなければ、それ自身

が燃焼し続けるおそれがあるため、耐火構造の定義には当てはまらず、準耐火構造として扱う
ということになる。
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今回の改正は、「全ての主要構造部を耐火構造とした建築物」によって確保されてきた安全性
について、「主要構造部とその他の措置を総合的に評価」することで同等以上の安全性を確保
することとしているものである。

「耐火構造」でなく「性能の高い準耐火構造」による設計が可能

「燃えしろ設計」によって、木材をあらわしのまま構造部材として
用いることができるようになる



（３-3）法２６条及び３６条

延べ面積が1000㎡を超える建
築物について行うべき1000㎡以
内の区画について、防火床でも

可能とした

（令113条・告示R1-197号）
（テキストP56)

大規模建築物の区画に関
する規制の合理化

区画材としての「防火床」の追加

改正前

改正後（追加）
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（３-4）法２７条第1項

法27条第1項の規定に適合しな
ければならない特殊建築物の対
象から、階数が3以下で延べ面積
が200㎡未満のものを除く

ただし3階を別表第一（い）欄
（二）項の用途で政令で定めるも
のにあっては警報設備の設置が
必要

（令110条・ 110条4 ・ 110条の5・
112条第11、12、14、18項 ・
告示R1-198号）
（テキストP27・49)

耐火建築物等としなければ
ならない特殊建築物の対
象の合理化

改
正
前

改
正
前
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耐火構造・耐火性能検証が必要

耐火構造・耐火性能検証が必要

令110条の5 ・告示R1-198号

令110条の4

テキストP49
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法27条第1項第１号

法27条第1項第４号

階数が3以下
で延べ面積が
200㎡未満
を除く

なし

除外規模 除外条件

劇場、映画館、演芸場の用途に供するで主階が1階にないもの

除外条件除外規模（ろ）欄

階数が3で
延べ面積が
200㎡未満
を除く

警報設備設置
と竪穴区画
が必要

なし

なし

なし

3階以上の階

3階以上の階

3階以上の階

3階以上の階

　待合、料理店、飲食店、
　物品販売業を営む店舗

　ナイトクラブバー、ダンスホール、

　劇場、映画館、演芸場、
　観覧場、公会堂、集会場
　病院、有床診療所、ホテル、
　旅館、下宿、共同住宅、
　寄宿舎、児童福祉施設等
　学校、体育館、博物館、
　美術館、図書館、ボーリング場、
　スキー場、スケート場、水泳場、
　スポーツの練習場
　百貨店、マーケット、展示場、
　キャバレー、カフェー、　

　遊技場、公衆浴場、

（三）

（四）

法別表第一（い）欄の用途

（一）

（二）



（自動火災報知設備 ・ 特定小規模施設用自動火災報知設備）
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令110条の4
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テキストP51
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告示R1-198号令110条の5



改正前の
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令112条第11、12、14、18項 テキストP55

令112条11項

令112条12項



（３-5）令112条

令112条1、3、4項 面積区画 （テキストP39)

令112条2項（旧129条の2の3）

60分準耐火構造（テキストP35)

令112条10項 竪穴区画 （テキストP42)

令112条11、12、14項

法27条 竪穴区画（テキストP53)

令112条13項

１の竪穴部分（テキストP56)

令112条5～9、15～20項

旧令112条4～8、10～15項

今回の法改正により大幅に
中身が変わりました
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29

令112条1、3、4項 面積区画 （テキストP39～)
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令112条2項（旧129条の2の3） 60分準耐火構造（テキストP35)

１時間準耐火基準は 旧令１２９条の２の３第１項第１号ロ において定義されて
いた。

旧法２１条ただし書きの規定に基づく建築物のみであるが、今回の改正による当
該規定の削除に伴い、同ただし書きの規定によって技術的基準を定めている旧
令１２９条の２の３の廃止される

令１１２条第２項（新設）

改正後においても面積区画や異種用途区画として１時間準耐火基準を求めてい
る規定があり、技術的基準が必要となるｋとから、旧令１２９条の２の３第１項第１
号ロ において規定していた内容をそのまま令１１２条第２項として規定した。
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令112条10項 竪穴区画 （テキストP42)



32

改
正
後

改
正
前
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35

建築確認申請書４面の様式が変更になりました

（耐火性能検証法）

（火災時対策準耐火構造・告示Ｒ１-１９３号 P12参照）
（延焼防止上有効な空地・令109条の６ P10参照）
（避難時対策建築物・法２７条第１項・告示H27-255号）

（法６１条・令１３６条の２第１号ロ・同条第２号ロ）
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令第二十三条第一項の規定に適合する階段と同等以上に昇降を安全に行うことができる階段
の構造方法を定める件（告示Ｒ１-２０２号 令和１年６月２４日施行）
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建築主の押印が
不要となりました

建築工事届（第１面）の建築主の押印が不要となりました。



平成３０年改正

建築基準法・同施行令等の解説（第二部）

株式会社 愛媛建築住宅センター

令和１年７月２３日
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（２）接道規制の適用除外に係る手続の合理化（法43条2項）

（３）接道規制を条例で付加できる建築物の対象の拡大（法43条3項）

（４）容積率規制の合理化（老人ホーム等の共用の廊下等 法52条）

（５）日影規制の適用除外に係る手続の合理化 （法56条の2）

（６）仮設興行場等の仮設建築物の設置期間の特例 （法85条）

（７）その他所要の改正（宅配ボックス設置部分を容積率規制の対象外とする改正）
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・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P41
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■ 3か月以内施行（平成30年9月25日施行）

■ １年以内施行（令和１年6月25日施行）

（４）長屋又は共同住宅の各戸の界壁に関する規制の合理化（法30条、令114条1項）

（５）用途規制の適用除外に係る手続きの合理化（法48条）

（６）建蔽率規制の合理化（法53条）

（７）防火地域等内の建築物に関する規制の合理化（法61条・法67条）

（８）仮設建築物及び用途変更に関する規定の整備（法87条の2・法87条の3）

・・・・・P47

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P49

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P50

・・・・・・・・・・・・・・・・P52

・・・・・・・・・・P57
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（２）法43条第2項第1号

（法43条2項、令148条2項1号、2号・規
則9条、10条の3、10条の4の2、12条）
（テキストP85～89)

接道規制に係る特例許可
手続の簡素化

一定の基準を満たすものについては、
手続を合理化し、認定の対象とする
こととした。

建築基準法施行規則１０条の３より道の基準、建物の用途規模

農道その他これに類する公共の用に供する道であること。
令第１４４条の４第１項各号に掲げる基準に適合する道であること。

建築物の用途及び規模に関する基準は、延べ面積（同一敷地内に
２以上の建築物がある場合にあつては、その延べ面積の合計）が
２００㎡以内の一戸建ての住宅
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（３）法43条第3項

接道規制を条例で付加でき
る建築物の対象の拡大

第5号の内容を追加

（法43条第3項）
（テキストP89～90)

法43条第3項
地方公共団体は、次の各号のいずれかに該当する建築物について、その用途、規模
又は位置の特殊性により、第１項の規定によつては避難又は通行の安全の目的を十
分に達成することが困難であると認めるときは、条例で、その敷地が接しなければなら
ない道路の幅員、その敷地が道路に接する部分の長さその他その敷地又は建築物と
道路との関係に関して必要な制限を付加することができる。

第5号
その敷地が袋路状道路（その一端のみが他の道路に接続したものをいう。）にのみ接
する建築物で、延べ面積が１５０平方メートルを超えるもの（一戸建ての住宅を除く。）
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（４）法52条第3項、第6項

容積率の合理化（老人ホー
ム等の共用の廊下等）

（法52条第3項、6項）
（テキストP90～91)

容積率算定基礎となる延べ面積から

第3項 地階部分
1/3まで算入しない

第6項 共用の廊下部分
全て算入しない

老人ホーム等

「建築基準法の一部を改正する法律等の施行
について（技術的助言）」（平成２７年５月２７日
付け国住指第５５８
号、国住街第４０号）

共同住宅の共用の廊下等

「建築基準法の一部を改正する法律等の施行
について（技術的助言）」（平成２７年５月２７日
付け国住指第５５８号、国住街第４０号）
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老人ホーム、福祉ホー
ムその他これらに類す
るものを「老人ホーム
等」という

「建築基準法の一部を
改正する法律等の施
行について（技術的助
言）」（平成２７年５月２
７日付け国住指第５５８
号、国住街第４０号）
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（５）法56条の2第1項ただし書

日影規制の適用除外に係
る手続の合理化

（法56条の２第1項、令135条の
12第1項、2項）
（テキストP100～102)

法56条の2第1項抜粋
ただし、特定行政庁が土地の状況
等により周囲の居住環境を害する
おそれがないと認めて建築審査会
の同意を得て許可した場合又は当
該許可を受けた建築物を周囲の居
住環境を害するおそれがないものと
して政令で定める位置及び規模の
範囲内において増築し、改築し、若
しくは移転する場合においては、こ
の限りでない
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（６）法85条第6項、第7項

仮設興行場等の仮設建築
物の設置期間の特例

（法85条第6項、7項 令147条）
（テキストP14)
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（７）その他所要の改正

宅配ボックス設置部分に係
る容積率規制の合理化

（令2条1項4号、第3項6号、137
条の8）
（テキストP96～99)

令2条第3項6号
延べ面積の1/100を限度として容
積率算定根拠床面積から緩和

≪参考≫

「共同住宅の共用の廊下に宅配ボックス等を設置した場合の建築基準法第５２条第６項の規定
の運用について（技術的助言）」（平成２９年１１月１０日付け国住街第１２７号）
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（４）令１１４条 法30条

長屋又は共同住宅の各戸
の界壁に関する規制の合
理化

（令114条1項 界壁）

（法30条遮音界壁、令22条の3）
（テキストP60～61)

≪参考≫令114条2項 防火上主要な間仕切り壁
自動スプリンクラー設備等設置部分：令第１１２条第３項（旧第２項）に規定する部分
強化天井：平成２８年国土交通省告示第６９４号に規定する構造方法又は国土交通大臣の認定を受けた構造方法
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天井点検口を使って隣へ
の住戸へ侵入されるなど
が考えられます、界壁を
設けない場合は防犯に
対する配慮が必要！
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（５）法48条第16項第2号

用途規制の適用除外に係
る手続きの合理化

（法48条15項、16項、17項）
（テキストP102～104)
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（６）法53条第3項、5項、6項

建蔽率規制の合理化

（法53条3項、6項、令135条の20）
（テキストP102～104)

耐火建築物等（令135条の20第1項）

耐火建築物これと同等以上の延焼
防止性能を有するものとして政令で
定める建築物

（令135条の20第2項）

準耐火建築物と同等以上の延焼防
止性能を有するものとして政令で定
める建築物
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（７）法61条・法67条第1項

防火地域等内の建築物に
関する規制の合理化

（法61条､令136条の2、告示R1-194、
法67条）
（テキストP28～35、65)
※注意P31 令136条の2は一部変更あり

延焼防止性能（P31）
「通常の火災による周囲への延焼を防止する
ため」に必要な性能

計画建築物（P34）
実際に建築しようとしている計画の内容（主要
構造部、防火設備、消火設備など）に応じた
構造方法が用いられている建築物

想定建築物（P34）
計画建築物と同一の位置・用途・形状の建築
物においてイ号の技術的基準に適合する主
要構造部や防火設備の構造方法が用いられ
ているものと仮定した建築物
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令136条の2 防火地域又は準防火地域内の建築物の壁、柱、床その他の部分及び防火設備の性能に関する技術的基準
法61条の政令で定める技術的基準は、次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるものとする。

1 防火地域内にある建築物で階数が3以上のもの若しくは延べ面積が100㎡を超えるもの又は準防火地域内にある建築物で地階を除く階数が4以
上のもの若しくは延べ面積が1500㎡を超えるもの 次のイ又はロのいずれかに掲げる基準

イ 主要構造部が第107条各号又は第108条の3第1項第1号イ又はロに掲げる基準に適合し、かつ、外壁開口部設備（外壁の開口部で延焼の恐れ
のある部分に設ける防火設備をいう。以下この条において同じ。）が第109条の2に規定する基準に適合するものであること。ただし、準防火地域
内にある建築物で法第86条の4各号のいづれかに該当するものの外壁開口部設備についてはこの限りではない。

ロ 当該建築物の主要構造部、防火設備及び消火設備の構造に応じて算出した延焼防止時間（建築物が通常の火災による周囲への延焼を防止
することができる時間をいう。以下この条において同じ。）が当該建築物の主要構造部及び外壁開口部設備（以下このロ及び次号ロにおいて「
主要構造部等」という。）がイに掲げる基準に適合すると仮定した場合における当該主要構造部等の構造に応じて算出した延焼防止時間以上
であること。

2 防火地域内にある建築物のうち階数が2以下で延べ面積が100㎡以下のもの又は準防火地域内にある建築物のうち地階を除く階数が3で延べ
面積が1500㎡以下のもの若しくは地階を除く階数が2以下で延べ面積が500㎡を超え1500㎡以下のもの 次のイ又はロのいずれかに掲げる基準

イ 主要構造部が令107条の2各号又は第109条の3第1号若しくは第2号に掲げる基準に適合し、かつ、外壁開口部設備が前号イに掲げる基準
(外壁開口部設備に係る部分に限る。）に適合するものであること。

ロ 当該建築物の主要構造部、防火設備及び消火設備の構造に応じて算出した延焼防止時間が、当該建築物の主要構造部等がイに掲げる基
準に適合すると仮定した場合における当該主要構造部等の構造に応じて算出した延焼防止時間以上であること

旧
法
第
６
１
条
又
は
第
６
２
条
第
１
項

に
よ
り
、「
耐
火
建
築
物
」
と
す
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
て
い
た
規
模

旧
法
第
６
１
条
又
は
第
６
２
条
第
１
項
に
よ
り
、

「
準
耐
火
建
築
物
」
と
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て

い
た
規
模

計画建築物の延焼防止時間tFS≧想定建築物の延焼防止時間tFS.0

【告示R1-194号 第１】

【告示R1-194号 第2】

【告示R1-194号 第3】

【告示R1-194号 第4】

【延焼防止建築物（テキストP37）】

【準延焼防止建築物（テキストP37）】
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3 準防火地域内にある建築物のうち地階を除く階数が2以下で延べ面積が500㎡以下のもの（木造建築物等に限る） 次のイ又はロのいずれかに
掲げる基準

イ 外壁及び軒裏で延焼の恐れのある部分が第108条各号に掲げる基準に適合し、かつ、外壁開口部設備に建築物の周囲において発生する通常
の火災による火熱が加えられた場合に、当該外壁開口部設備が加熱開始後20分間当該加熱面以外の面（屋内に面するものに限る。）に火炎
を出さないものであること。ただし、法第86条の4各号のいずれかに該当する建築物の外壁開口部設備についてはこの限りではない。

ロ 当該建築物の主要構造部、防火設備及び消火設備の構造の応じて算出した延焼防止時間が当該建築物の外壁及び軒裏で延焼の恐れのあ
る部分並びに外壁開口部設備（以下このロにおいて「特定外壁部分等」という。）がイに掲げる基準に適合すると仮定した場合における当該特
定外壁部分等の構造に応じて算出した延焼防止時間以上であること。

4 準防火地域内にある建築物のうち地階を除く階数が2以下で延べ面積が500㎡以下のもの（木造建築物等を除く） 次のイ又はロのいずれかに
掲げる基準

イ 外壁開口部設備が前号イに掲げる基準（外壁開口部設備に係る部分に限る。）に適合するものであること。

ロ 当該建築物の主要構造部、防火設備及び消火設備の構造に応じて算出した延焼防止時間が、当該建築物の外壁開口部設備がイに掲げる
基準に適合すると仮定した場合における当該外壁開口部の構造に応じて算出した延焼防止時間以上であること。

5 高さ2ｍを超える門又は塀で、防火地域内にある建築物に附属する門又は準防火地域内にある木造建築物等に附属するもの 延焼防止上支
障のない構造であること

旧
法
第
６
２
条
第
２
項
及
び
第
６
４
条
に
よ
り
、
「
外

壁
・
軒
裏
を
防
火
構
造
と
し
、
延
焼
の
お
そ
れ
の
あ

る
部
分
の
外
壁
開
口
部
に
片
面
防
火
設
備
を
設
け

た
建
築
物
」
と
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
た
規
模

旧
法
第
６
４
条
に
よ
り
、「
延
焼
の
お
そ
れ

の
あ
る
部
分
の
外
壁
開
口
部
に
片
面
防
火

設
備
を
設
け
た
建
築
物
」
と
す
る
こ
と
が
求

め
ら
れ
て
い
た
規
模

【告示R1-194号 第5】

【告示R1-194号 第6】

【告示R1-194号 第7】
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60分準耐火構造
令112条2項
告示R1-195号

75分準耐火構造：
告示R1-194号 第2 2項
告示R1-193号 第1 2項

90分準耐火構造：
告示R1-194号 第2 3項

30分防火設備：
告示R1-194号 第2 4項

準防火地域 地階を除く階数３
延べ面積500㎡以下のもの
告示R1-194号 第4 1項

令136条の2 1項
防火地域内にある建築物で階数が3以上
のもの若しくは延べ面積が100㎡を超える
もの又は準防火地域内にある建築物で地
階を除く階数が4以上のもの若しくは延べ
面積が1500㎡を超えるもの

ロ 当該建築物の主要構造部、防火設備
及び消火設備の構造に応じて算出した延
焼防止時間が当該建築物の主要構造部
及び外壁開口部設備がイに掲げる基準に
適合すると仮定した場合における当該主
要構造部等の構造に応じて算出した延焼
防止時間以上であること。

構造方法は告示R1-194号 第2
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告示R1-194号 第７

1号：門の構造方法
イ 不燃材料で作り、又は覆う
ロ 道に面する部分は厚さ24㎜以上の木材で作る

2号：塀の構造方法
イ 不燃材料で作り、又は覆う
ロ 厚さ24㎜以上の木材で作る
ハ 土塗真壁造で塗厚さが30㎜以上のもの（表面に木材を張ったものを含む）

令第１３６条の２第五号

告示R1-194号 第７
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（８）法87条の2・法87条の3

仮設建築物及び用途変更
に関する規定の整備

（法87条の2、87条の3、令147条）
（テキストP78～82)
※注意P31 令136条の2は一部変更あり

用途変更に係る全体計画認定制度
【法第８７条の２】

建築物の用途を変更して一時的に他の
用途の建築物として使用する場合の
制限の緩和
【法第８７条の３】
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改正後の法、施行令、告示等については、国土交通省のHPにて確認をお願いいたします。

建築基準法の一部を改正する法律（平成30年法律第67号）について

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/jutakukentiku_house_tk_000097.html


